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Abstract 
     This study clarified the antecedent conditions that cause in-store advertisements that match store 

characteristics to induce consumers to respond behaviorally and the factors that lead to improvement of in-

store communication effects and provided basic findings to investigate the interaction between store 

evaluation and advertisement evaluation. By presenting basic findings to investigate the interaction between 

store evaluation and advertising evaluation, we found an initial model of how differences in the information 

processing, including the perceived form of store characteristics, drive the communication effects of in-store 

advertisements. In addition, this study conducted a basic examination to clarify the pathways through which 

the perceived level and involvement of store and advertising information are transferred to behavioral 

responses such as consumers' attitudes and store loyalty through their understanding and acceptance of store 

characteristics, store image and personality, and in-store advertisements. 
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要旨 

 本研究では、店舗の特性に付合した店内広告が消費者の行動的反応へ移行させる先行条件や、

店内コミュニケーション効果の向上に繋がる要因を明らかにするとともに、店舗評価と広告評価

の相互作用を究明するための基礎的知見を提示することで、店舗特性の認知形態を含む消費者の

情報処理過程の相違が店内広告のコミュニケーション効果をいかに牽引するかという問題に関す

る初期モデルを見出した。また、本研究では、店舗及び広告情報の認知形態及び知覚水準が店舗

の物理的特性と店舗イメージ及び個性、店内広告に対する理解や受容を介し消費者の態度や店舗

ロイヤルティといった行動的反応へ移行される経路を明らかにするための基礎的検証を行った。  
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Ⅰ はじめにー問題提起 

 
近年、多くのマーケティング主体が、様々な戦略ツールを通じて店内における消費者とのコミ

ュニケーションを図っている。多種多様な業種・業態の店舗が熾烈な競争の構図のもとで苦戦を

強いられている中、店舗の構成要素と、店内の広告を含む各種環境情報に対する消費者反応との

適合性をいかに識別するかは、消費者の消費行動と店舗の差別化戦略を立案・管理する観点にお

いて、克服すべき喫緊の課題となっている。店内において消費者にインプットされる多種多様な

マーケティング刺激はポジティブな消費経験を強化し、当該店舗への再訪問を促すことで、主に

店舗に対するロイヤルティ（ストアロイヤルティ）の行動的側面を牽引する要因となっている

（Gronroos, 2000）｡ 

店舗ロイヤルティに関する先行研究において重視されてきた課題の一つとして、各種マーケテ

ィング刺激からなる情報インプットの構造的条件と成果、当該情報に対する態度・行動間の関係

の究明が挙げられる。特に、特定の商品・ブランドに関連する成果行動だけではなく、店舗その

ものに対する態度が店舗ロイヤルティの先行条件としてみなされている（例えば、Petty, Cacioppo 

& Schumann, 1983; Sanbonmatsu & Fazio, 1990; POPAI, 2001; POPAI, PCI, 2002）。 

また、実際の店舗環境において消費者の店内行動及び店舗選択に影響を与える要因としてイン

プットされるものは、品揃えや価格、探索利便性など、店舗の属性情報に関する認知的評価の成

果や、店舗のイメージや消費者の情緒的反応、POP を含む多種多様なマーケティング刺激など、

多岐にわたっており、各インプット要因は、互いに有機的かつ円環的に関連し消費者の行動的反

応に影響している。 

店内における消費者の店舗選択や購買行動のような行動的反応を牽引する要因として、店舗関

連評価と広告関連評価の効果が挙げられている（例えば、Turley & Milliman, 2000; Zeithaml & Bitner, 

2000; Goldman, 2001; Moye & Kincade, 2002; Malthouse, Calder & Tamhene, 2007; Hu & Jesper, 2007）。

しかしながら、両評価の効果はそれぞれ独立した局面として把握されてきており、それらを包括

するモデルは未だ提示されていないため、店内コミュニケーション戦略における精度の確保が困

難である。 

そこで本研究では、店内における消費者の行動的反応に対する各インプット要因の認知形態が

店舗及び店頭広告の類型的特徴と共に、多様な業種・業態の店舗における要因構成の相違性や、

店舗形態及び店頭広告の形態等の相互効果が消費者の行動的反応にどのようにつながるかという

課題に関する考察を行う。すなわち、店舗特性の認知形態と店頭広告の評価が店内における消費

者の行動的反応に果している調整的役割を明らかにするための検証を行うことで、より精巧かつ

効果的な店内コミュニケーション戦略の立案・管理に有効活用される方法論を見出すことを目指

している。 

なお、本稿で示す検証モデルは、店舗特性（店舗の物理的属性や店舗イメージ）の認知形態が、

広告評価と店舗満足の代理変数である態度を介し消費者の行動的反応（ターゲットブランドの継

続購入意向及び店舗ロイヤルティ）へ移行される経路を想定したものである。 
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Ⅱ 先行研究の考察及び仮説の設定 

 

1 店内広告の効果 

店内広告の場合、広告知覚と成果行動間のタイムラグが比較的短いという点においてその他の

広告の露出環境との相違が大きく、消費者が以前取得した広告情報が最終的な成果行動の実行条

件になる可能性は相対的に低いと考えられる（Calder & Malthouse, 2004; 閔, 2020）。とりわけ広

告メッセージの大半が助成想起の対象となる低関与商品に関連する店内広告の場合、店内におけ

る様々な要素が混在する環境のもと、行動主体の選択的注意をいかに当該広告へ向けさせ、その

後のコミュニケーション効果をいかに強化するかという問題が、成果行動の操作に重要な役割を

果たす先行条件となり得る（POPAI, 2001; POPAI, PCI, 2002）。 

先行研究では、広告に関するコミュニケーション効果が成果行動に有意な影響を与えることが

確認されている（Petty, Cacioppo & Schumann, 1983; Sanbonmatsu & Fazio, 1990）。このような知見

は、特定の成果行動が当該媒体及び広告の露出及びコミュニケーションの質、すなわち広告に関

する評価水準に依存することを示すものである（閔, 2020）。 

さらに、広告の有用性を規定する概念として広告情報に関連する接近性と診断性の構造が挙げ

られる（例えば、Feldman & Lynch, 1988; Higgins, 1996; Ahluwalia & Gurhan-Canli, 2000; Kahneman, 

2003; Menon & Raghubir, 2003）。広告情報への接近性は当該広告情報の想起の容易さに関連して

おり、診断性は知覚した広告情報に関する信頼性及び理解度に関連する概念である（閔, 2020）。

以上を踏まえ本研究では、店内における広告に対する評価を広告のコミュニケーション効果を規

定する二つの要素、すなわち、広告メッセージに対する理解度と信頼度評価を用いて行うことに

した。 

また、先行研究では、広告評価が商品やブランド選択および購買行動のような最終的な成果行

動に正の影響を与えることが確認されており、当該過程は広告の最終的効果であると言える

（Kilger & Romer, 2007）。本稿では、店内における広告評価の成果である広告効果をターゲット

ブランドに対する継続購入意向であると規定し、当該過程がもう一つの評価対象である店舗特性

に対する認知形態といかに関連しているかという問題に焦点を当て検証を行う。 

 

2 店舗への態度及びロイヤルティ 

店舗に対する満足は、来店行動や購買行動を基点とし、特定の店舗における消費者が十分長い

時間、当該店舗に関する肯定的な態度のもと、認知的・情緒的に没入している状態であり、当該

店舗に対する当初の期待との不一致水準に関連している（Eliott, 2006; Mollen & Wilson, 2010）。す

なわち、店内の消費者が知覚した諸情報が当初の期待と一致した場合、店舗対する肯定的態度が

強化され、その後の満足や再訪問のような成果行動につながる可能性が向上されると想定できる。

実際、店舗において消費者が知覚する情報の中には、探索行動及び成果行動の遂行に随伴される

便益に対する当初の期待に付合するものが存在しており、期待との一致水準が態度を強化し、満

足形成に移行されることが確認されている。店舗のように、店内に置いて知覚された多様な要素

に対する満足度が時間軸の上で伸縮する様相を呈する場合、その先行条件である店舗への態度を

満足の全般的な水準を予測するための代理変数としてみなすことができる（Sivadas, 2000; 
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Loewenstein, 2001; Raynolds & Olson, 2001; Gefen et al., 2003; Kahneman, 2003）。 

また、先行研究では、特定の商品や店舗に関連した満足とその全般的水準を示す態度が強化さ

れると、当該商品や店舗に対するロイヤルティが向上することで店内おけるマーケティングツー

ルへの情報処理の質が強化され、その結果、店内コミュニケーション及び成果行動に有意な影響

を与えることが確認されている（Oliver, 1999; Uncles et al., 2003）。本稿では、特定の店舗に対す

る消費者の行動的反応を当該店舗へのロイヤルティであると想定し、店内広告と店舗態度の単一

及び相互効果がロイヤルティに与える影響に焦点を当てつつ検証を行う。 

 

3 店舗特性の認知形態及び価値体形 

特定の店舗において提供される商品及びサービスに関連する多種多様なマーケティング情報の

量と質により来店客が享受し得る経済的・情緒的便益は当該店舗と顧客との長期的かつポジティ

ブな関係性の構築に有意に働く要素となる（Batra & Ahtola, 1990）。店内において顧客に提供され

る各種情報のうち、店舗の雰囲気やイメージ、コンセプト、接客形態などといった、主に情緒的

な要素や、設備や接近性、利便性などの経済的・物理的要素により規定される店舗の典型的特性

は、当該店舗のアイデンティティが反映されたものであると同時に、消費者が店舗選択及び店内

行動を行う上で考慮する重要な判断材料となり得る（例えば、Aaker, 1997; Turley & Milliman, 2000; 

Kalcheva & Barton, 2006）。 

店舗特性は、購買行動だけではなく、その後の態度変容，再来店，ロイヤルティの形成など、

店内において顧客が商品を探索・消費することで経験するであろう、成果行動の形成を牽引する

一連の過程において媒介的役割を果たす要因として一種の争点を成してきた。このような来店お

よび購買行動の前後段階において顧客に与えられる店舗特性を規定する要素とそれらの結合過程

は、単一店舗の特性を規定する要因には、品揃えや価格水準、探索利便性などといった物理的要

素に関する認知的評価の成果と、当該店舗に関連する消費者のイメージや経験的・快楽的属性の

相対的水準、雰囲気、個性、コンセプト、レイアウトなどといった無形要素から形成される情緒

的反応の成果に分類される（Mazursky & Jacoby, 1986; Bearden & Mason, 1990; Bloemer & Ruyter, 

1998; d’Astous, 2000）。 

しかし、上述したように店舗特性の認知的及び情緒的側面は、多分に多重的な構造からなって

いるがゆえに、両側面の相対的重要度や優劣関係の評価は困難である。そこで本稿では先行研究

に基づき、消費者（来店客）の店舗特性への認知形態に焦点を当てつつ、特定の店舗特性を構成

する価値体系を実用的価値と快楽的価値の二つの側面に分類している（Mittal, 1989; Batra & Ahtola, 

1990; Voss et al., 2003）。このような二元構造が成り立つ理由は、実用的価値は店舗特性の認知的

側面に属する多様な項目に対する全般的評価が当初の機能的・合理的ニーズに付合する水準を意

味しており、快楽的価値は情緒的満足を得るための店舗選択の成果を意味していることにある。 

以上を踏まえ本稿では、広告評価及び店舗に対する態度が消費者の店舗ロイヤルティ及びター

ゲットブランドの購入意向へ移行される経路において店舗特性への認知形態が果す調整的役割を

明らかにするための検証を行う。 
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4 研究モデルおよび仮説の設定 

 

 
 

図１ 本研究における検証モデル 

 

本稿における研究モデルは、店舗に対する消費者の行動的反応を店舗に対するロイヤルティで

あると規定し、それに影響を与える要因として店内広告に関する理解度と信頼度、ターゲットブ

ランドに対する購入意向からなる広告評価と店舗満足の代理変数である店舗態度を想定した上で、

店舗特性の実用的・快楽的価値という二つの認知形態が両過程において果たしている調整的役割

に注目しつつ検証を行うための設計となっている。図 1 は、本研究で想定している仮説・検証モ

デルを示したものである。まず、図 1 の左側には店内における消費者の行動的反応を規定する先

行条件として広告評価と店舗への態度が設定されている。また、店舗に対する態度は店舗におけ

る完了行動の初期条件に該当するため、店内広告に関する情報処理の成果である広告評価全般に

収斂されると想定することができる。さらに、前述したように、本研究では店舗特性の認知形態

を実用的価値と快楽的価値により分類しており、諸過程の構造的条件を識別するための変数とし

て活用している。 

 以上に基づき本稿では、広告評価及び店舗に対する態度が消費者の店舗ロイヤルティ及びター

ゲットブランドの購入意向へ移行される経路において店舗特性への認知形態が果す調整的役割に

関して以下の仮説に基づき検証を行う。 

 

H1 広告評価及び店舗態度は消費者の行動的反応（店舗ロイヤルティ）に有意な影響を与える。 

H2 店舗態度は広告評価に有意な影響を与える。 

H3 広告評価及び店舗態度の行動的反応（店舗ロイヤルティ）に対する影響は、店舗特性の認知

形態により伸縮する。 

   

 

Ⅲ 調査概要及び分析結果 

 

1 調査概要 

 本研究の評価に用いられる店舗形態として、消費者の選好や規範、そして価格等の行動統制要
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因に比較的影響されないカテゴリーの店舗を選定する必要があったため、事前調査を通じて選ば

れた複数の候補から、店舗に対する選好水準による評価や利用経験、当該店舗に関する知識水準

の相違が十分小さいと想定される店舗形態を選別し、最終的に総合スーパー（GMS）を検証対象と

して選定した。本調査は実験調査の形式をウェブ上で具現したシナリオ法に基づき実施された。 

 本調査の回答者は、過去 1 年間、店内広告が設置された総合スーパーを月 2回以上利用し、直

近 2ヶ月間、総合スーパーでの購入経験を持つ都内在住の 20代から 60代の男女 1000名から構成

されており、男女比率・年齢構成比は共に均等割付けにて募集した。本調査は、任意の総合スー

パーにおける購買環境が容易に連想できるように、与件情報を回答者に与えつつ、シナリオ法に

よる実験調査を Web 上で具現する形式で設計を行った。まず、回答者には、最初に提示されるシ

ナリオを通じて、過去２ヶ月間利用している総合スーパーのうち任意の１店舗を想定した上で、

当該店舗における利用経験を連想しつつ設問に回答するよう指示を行い、その後、店舗に求める

価値体系、店舗態度、広告評価、店舗ロイヤルティに関する設問に答えてもらった。 

 本調査において想定している変数の測定は全て 5 点尺度により行った。まず、店舗特性に対す

る認知形態は「実用的価値を重視する」「快楽的価値を重視する」という二つの側面を尺度の両

端に配置し測定を行った。店舗態度については、当該店舗の物理的特性と情緒的反応に関する計

6つの項目で測定した。前者は「品揃えは豊富か」「商品の価格帯は妥当であるか」「利用利便性

は高いか」で、後者は「好みに合う」「価値観に付合する」「好感が持てる」で測定し、その平均

値を店舗特性という変数の合計得点とした。店内広告の評価は、広告に関する理解度（広告内容

を十分に理解したか）と信頼度（広告内容は信頼できると思うか）に加え、継続購入意向（広告

商品を継続して買いたいか）で測定した。さらに、店舗に対するロイヤルティについては当該店

舗を今後も「続けて利用したいか」で測定を行った。 

  

 

2 調査結果の分析 

  

2-1 変数間関係の検証 

  

 

＊p<.05, **p<0.01 

 

図 2 検証モデルの変数間関係（全体） 
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 仮説 1 では、広告評価及び店舗態度が消費者の店舗に対するロイヤルティに有意な影響を与え

ると想定し、仮説 2では店舗態度が広告評価に有意な影響を与えると想定していた。本研究では、

まず、2種類の経路を構成している変数間因果関係に注目しつつパス解析を行った（図 2 参照）。

その結果、店舗態度が広告評価へ統計的に有意な影響を与えており、店舗態度と広告評価がいず

れも店舗ロイヤルティに対して統計的に有意な影響を与えていることが検証された。すなわち、

店舗に対する態度が店内広告に対する理解度と信頼度、広告商品の継続購入、店舗ロイヤルティ

の先行条件になっており、店舗ロイヤルティの水準は広告評価と店舗態度により規定されている

ことが確認された（仮説 1・2）。 

 

2-2 店舗特性に対する認知形態の調整的役割 

仮説 3 では、広告評価及び店舗態度の行動的反応（店舗ロイヤルティ）に対する影響が、店舗

特性の認知形態により伸縮すると想定していた。店舗に対する態度と店内広告の評価が店舗ロイ

ヤルティに収斂される過程において店舗特性の認知形態が果たす調整的役割を検証するべく、店

舗に対する認知形態に関する回答のうち、中立条件を選んだ 113名の回答を排除し、上位評価（快

楽的価値）と下位評価（実用的価値）となっている回答をそれぞれ快楽的価値グループ（384名）

と実用的価値グループ（513名）に分類した。その後、両グループにおいて、「店舗態度＊広告評

価・店舗ロイヤルティ」「広告評価＊店舗ロイヤルティ」の経路を構成する全ての変数の全般的

水準の差に関する確認を行った。 

その結果、広告理解では実用的価値グループ、店舗態度・広告信頼・店舗ロイヤルティでは快

楽的価値グループが相対的に高い水準になっていることが確認され、広告商品の継続購入意向に

ついては両グループ間の有意差は認められなかった（表 2）。 

 

表 2 店舗特性の認知形態別の広告評価及び店舗ロイヤルティの水準比較 

 

＊p<.05, **p<0.01 

 

すなわち、店舗特性の認知形態のうち、実用的価値の知覚水準が高い場合、店内広告に関する

理解と広告商品の継続購入意向を促す効果があるのに対し、快楽的価値の知覚水準が高い場合は、

広告に対する信頼度評価と店舗態度、最終的な従属変数（店舗ロイヤルティ）の全般的な水準を

牽引していると言える結果となった（仮説 3）。 

 このような傾向は、両グループに分類し行ったパス解析の結果からも確認された。実用的価値
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グループでは広告理解が継続購入意向に反映される経路が相対的に大きなインパクトを示してい

たのに対し、快楽的価値グループでは店舗態度が広告の信頼度と店舗ロイヤルティに与える影響

の方が相対的に大きくなっていた（図 3）。 

 

 

 

＊p<.05, **p<0.01 

 

図 3 両グループの変数間関係 

 

 

Ⅳ 総括及び今後の課題 

  

本研究では、店舗に対する消費者の行動的反応に影響を与える要因として、店内広告へ評価を

中心とした経路と、店舗そのものに対する態度を主たる評価項目とする経路が互いに結合される

過程を時間軸の上で顕在化させるとともに、店舗特性の認知形態を実用的価値と快楽的価値によ

り分類し、両価値体系が諸過程において果たしている調整的役割を明らかにするための検証を行

った。 

まず、検証モデルにおける変数間関係に関する分析結果では、当初想定していた「店舗態度＊

広告評価」「店舗態度・広告評価＊店舗ロイヤルティ」の経路が全て統計的に有意であった。こ

のような検証項目に関する分析結果が示唆することは、特定の店舗の典型的特徴に対する認知形

態を起点とし、本研究で想定している検証モデルで提示されている変数間関係と、広告評価と店
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舗態度の誘因効果が互いに結合される経路を時間軸の上で顕在化させている点にある。特に、店

舗態度のように諸過程の起点をなす変数の所在が明らかになったことで、後続効果の質の向上と

戦略立案におけるタスクの優先順位の特定を共に実現するのに有効活用できる基礎的知見が得ら

れたと考えられる。 

また、仮説 3 に関する検証では、店舗特製に対する認知形態の二つの側面が、店内広告の効果

と店舗態度及びロイヤルティにどのように影響するかに関する知見が得られた。特に店舗特性か

ら快楽的価値を見出している場合、広告に対する信頼度評価と店舗態度、店舗ロイヤルティに関

する評価が総じて高い水準に収斂されることが確認されたことから、消費者の来店行動の初期条

件を明らかにし、戦略対象となる顧客層にいかなる情報をいかにして発信するかというコミュニ

ケーション戦略の有効性を高めるために必要な手がかりが見出された。店舗特性の認知形態の相

違により、戦略的インプットに関連する経路上の要素がそれぞれ異なるインパクトを有するとい

う分析結果から考えると、本研究を通じて購買行動やロイヤルティのような単に諸過程における

従属変数に与える影響のみに焦点を当てるのではなく、どのような顧客層にどのような要素を訴

求すべきかといった、より多様なコミュニケーションツールの組み合わせに関する方法論的観点

の一端が見出されたとも言える。 

今後、本研究の成果をより包括的な知見を提供するモデルへ発展させるためには、制限された

選択与件から構成されているシナリオ法ではなく、実店舗での実験・調査を行うことで、実際の

フィールドにおいて得られるであろう、幅広いデータを収集する必要がある。また、消費者の多

様な個別特性を考慮しつつ、店舗特性に対する認知形態を事前に予測できるかという問題につい

ても取り組んでいく必要がある。特に、本研究で各種効果の主たる分類装置として採用した店舗

特性に対する二つの認知形態が混在する場合、両側面の相対的重要度や補完・代替効果をいかに

識別するかという問題についても考察する必要があると考えられる。 

 

 

Ⅴ おわりに 

  

多くの戦略立案主体が顧客との関係性を構築し、維持・管理するための戦略を策定する過程に

おいて、明示的に競争優位となる要素に焦点を当てる傾向にある。特に店内コミュニケーション

においては、消費者の購買行動と来店行動という二つの戦略目標が存在しており、これら二つの

コミュニケーション目標を包括するモデルを模索するための取り組みが学際的見地から実務領域

に至るまで少なからずなされてきてはいるものの、そのいずれも単一モデルの範疇に収斂させる

に十分な成果を見出しているとは言い難い側面があった。このような課題は、戦略立案主体の現

場での試行錯誤の成果が必要なな時に点検できる体系的な仕組みの不在と関連している。本稿で

は、戦略的インプットと消費者の行動的反応との因果関係を支える仕組みとして、店内広告の評

価と店舗態度の二つの経路と、その結合過程に注目し所考察を行った。両経路間の因果的基質は

相互に作用する過程に依存しているため、時系列につながった一連の評価過程の成果に随伴され

るとみなすべきである。その意味で、店内における消費者の探索及び選択手続きは、一見当該行

動との関連性が希薄であるかのような店舗要因と結合させることにより、その構造的条件の詳細
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に近づくことができるようになる。また、考察対象となる店舗要因が本稿で注目していた二つの

価値体系だけではなく、店内における様々な要素、例えば、陳列商品や POP、BGM などのマーケ

ティングツールや、視覚・嗅覚情報、店内の雰囲気、他人の存在などといったその他の環境的要

素にまで拡大されると、店内コミュニケーション戦略を立案する際、採用できる戦略的オプショ

ンはさらに多様化することになる。本稿で得られた検証結果が、今後戦略現場においてきめ細か

な顧客情報に基づいたより多様で、とり精巧な店内コミュニケーション戦略を立案し、顧客との

関係を構築・管理する上で有効に活用される知見となることを期待したい。 
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